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公開質問状に対する金庫回答と金融労連見解 
 

１．公開質問状の前文 

２０１７年４月２５日の団体交渉で、貴金庫は「裁判所で判決が出されたの

であるから、今後、本件解雇問題を議題とする団体交渉には応じない」と発言

がなされたため、本件解雇争議は、労使間の合意なきまま、解決に至っていな

い。 

これまで、武生信金時代からの本争議に関して、金融労連から出された要求

や質問に対しては、金庫から何ら説明・回答もなされておらず、裁判でも触れ

られていないため、ここに改めて公開質問状として以下の項目について回答を

求めるものである。 

 

 公開質問状の前文記載に対する金庫回答 

【 貴連合会からの団体交渉要求（前文記載）について 】 

１ 貴連合会は、Ｘらに対する懲戒解雇問題を議題とする（懲戒解雇の撤回を

求める）団体交渉を要求するが、この問題は、貴連合会の支援の下でＸらが

提起した懲戒解雇の撤回を求める裁判において、裁判所の明確な判断が示さ

れ、すでに決着がついている問題である。貴連合会は、団体交渉に名を借り

て、決着済みの問題を再び蒸し返そうとするものであって、かかる理不尽な

団体交渉の要求には、到底応じられない。 

２ 貴連合会は、武生信用金庫職員組合の代表者であるＨ委員長から、団体交

渉の委任を受けているとされるが、組合代表者としてのＨ委員長の適格性に

ついては、法的に大いに疑問がある。 

  すなわち、法は、労働組合に対して団体交渉権を含む種々の権能を与える

一方で、「組合民主主義の法原則」と呼ばれる法規制を課している。 

  この原則の基本理念は、「平等な権利を有する組合員の利益と意見を多数決

原則によって公正に調整して労働組合を運営すること」であるが、その実際

的意図は、「組合幹部や一部組合員が、一般組合員の利益や意見を無視して組

合の運営を独断専行すること」の防止にある。 

  しかるところ、２６年１０月１６日の第３９回定期大会以降、毎年開催さ

れるべき定期大会は一度も開催されず、毎年なされるべき執行委員の改選も

一切なされていない。定期大会が開催されないまま、前回の大会で選任され

たＨ委員長が、そのまま執行委員長として組合の運営を独断専行しているの

が現状である。貴連合会にはその是正をご指導願いたい。 

３ 裁判で、不正アクセス行為の悪質性が明らかとなり、犯罪行為として懲戒

解雇が相当であると判断されたＸらにつき、ここに至ってなお、懲戒解雇の

撤回を求めて団体交渉を行うことが、組合員一般の利益であり、組合員多数

の共通意見であるとはとても思えない。 

  定期大会を開催した場合は、同委員長の行為が支持されず委員長に再任さ
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れないことも明らかであるため、敢えて定期大会を開催しようとせず、従前

の組合委員長の名をほしいまま使用して、一般組合員の意見を無視した独断

専行に走っているものとしか考えられない。 

  したがって、そのＨ委員長が代表する組合、および同組合から委任を受け

たとする貴連合会による団体交渉の申入は、不適法であると思料する。 

 

金融労連見解 
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２．公開質問状 質問事項１ 

１．金庫が懲戒解雇理由としているメールアクセス行為を、他の職員も行っ

ていたにもかかわらず、なぜ２名だけを懲戒解雇処分としたのか、回答された

い。 

 今後も、同一行為が発生した場合、懲戒解雇処分とされるのか、人によって

は支店長への昇進もありえる程度の軽微なものとして取り扱うのか、回答され

たい。 

 

金庫回答 

【 Ｘらに対する懲戒解雇理由（質問事項１）について 】 

１ 一連の不正アクセスの調査の結果、Ａ職員が平成２４年９月５日に、当時

理事長のＩＤを使用して同理事長のメールファイルへ不正アクセスを行った

事実が発覚した。そこで、この件に付きＡ職員の事情聴取を行ったところ、

Ａ職員は、「役員のメールファイルにアクセスできる方法があると聞いたので

試してみた」と素直に事実を認めた。貴会が言う「メールアクセスを行って

いた他の職員」とは、このＡ職員のことと思われる。 

  Ａ職員に対する処分は、不正アクセスがこのときの１アクセスのみと軽微

であったこと、Ａ職員が素直に事実を認めて反省の態度を示していること等

を考慮して、口頭による注意のみに止めたものである。 

２ 貴連合会は、「同じ不正アクセスであるのに、Ｘらのみが懲戒解雇処分とな

るのは不公平である」と主張するようであるが、Ｘらによる本件の不正アク

セスは、判決書の表現を引用すれば、以下の①～③のとおりであって、その

態様は極めて重大かつ悪質である。上記Ａ職員のケースとは行為の重大性・

悪質性において、雲泥の差があることは自明である。 

① 不正アクセスの全容 

   Ｘらは、職務上アクセスする必要も権限もないのに、当時の理事長と専

務理事の各メールファイルに、遅くとも２３年１１月ころから２５年６月

１７日にかけて少なくとも２４００回以上のアクセスを行い、そのうち複

数のファイル（枚数は少なくとも３９００枚）を印刷し、さらにＸは、印

刷された資料のうち重要と思われるものを支店から持ち出し（地裁判決４

頁(4)）、自宅に持ち帰っていた。 

   このようなＸらの行為は、金融機関としての信用を損ね、事業の遂行を



4 

 

著しく困難ならしめる危険を有するものと言え、アクセスの期間、回数、

範囲等をも考慮するとその非違行為の態様及び結果は重大である（地裁判

決２２頁末５行目～）。 

② 発覚後のＸらの態度 

   金庫の事情聴取に対して、Ｘらは、証拠を突きつけられない限り事実に

反する弁解をし続けたり、記憶違いとは到底言えない発言の訂正をしたり、

容易に答えられるはずの質問に答えなかったりしていた上、２５年１１月

以降は、公益通報の目的で本件アクセス等を行っていたと主張して、本件

アクセスを正当化するにいたった（地裁判決２３頁２～６行目）。またＸら

は、事情聴取の際には一貫して、本件アクセス等を行ったのは興味本位で

あったと述べていたのに、懲戒委員会において懲戒解雇の決議がされると、

突如として、本件アクセス等が公益通報目的であったと主張し始めたもの

であり、その主張の変遷について合理的な理由があるとは認められない（高

裁判決６頁末～７頁４行目）。 

③ 結 論 

   本件アクセス等が公益通報目的で行われたものとは認められず（地裁判

決１９頁９行目～２２頁２行目）、Ｘらの行為は、不正アクセス禁止法に違

反する犯罪行為であるばかりか、本件アクセス等の動機は旧信金の事情聴

取に対して答えたように興味本位であるとしか考えられない（高裁判決８

頁９～１１行目）。 

 

金融労連見解 

 

３．公開質問状 質問事項３ 

３．「北陸政界」に情報を流出させたのが、金庫が犯人として決め付けていた

懲戒解雇者ではなかったことが関係者からの証拠で明らかになった以上、２名

に対して謝罪するつもりはないのか。 

 

金庫回答 

【 金庫に対する謝罪要求（質問事項３）について 】 

１ 裁判所の判断によると、Ｘらは、「本件懲戒解雇は、Ｘらが本件雑誌に情報
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提供したものと決めつけ、その報復として行われた」旨主張するが、これを

認めるに足りる証拠はない。Ｘらは、雑誌への情報提供を強く否定するが、

仮にそうであったとしても、本件アクセス等によって取得した資料の一部を

外部に持ち出し、自宅に持ち帰るなどしていたものであり、持ち出した資料

がどのように使われたかは、Ｘらの説明によっても明らかではないのであっ

て、Ｘらの非違行為の悪質性を軽く見ることはできない（高裁判決８頁末か

ら７行目～９頁１行目）。 

  上記裁判所の判断のとおり、金庫は、Ｘらを情報流出の犯人と決めつけて

処分を行った訳ではない。金庫に謝罪を求める公開質問状の３項は、そもそ

も前提としている事実関係が相違している。 

  ただし、Ｘらは機密書類を金庫外に持ち出していたにもかかわらず、頑な

に「金庫外へは持ち出していない」と言い張り続け、さらに金庫外への持ち

出しを認めた後も、持ち出した機密文書（Ｘらの手もとにあるはずの文書）

の明細も使途も一切明らかにせず、信金が当該文書の返還を強く求めたにも

かかわらず、今に至るも返還に応じていないのであって、その態度は極めて

不審という外はなく、情報の外部流出が強く疑われるべき状況下にあること

は明らかである。 

２ そもそも貴連合会は、質問事項の３等を発する前に、まずはＸらに対し、「不

正アクセスにかかるすべての事実を明らかにした上で金庫に謝罪し、返還す

べき機密書類を全て返還するよう」指導すべきではないのか。 

  加えて、貴連合会が、自らの犯罪行為を正当化しようとして詭弁を弄する

Ｘらに加担して、「Ｘらに対する懲戒解雇は公益通報者に対する不当解雇であ

る」等と決めつけて、金庫を強く誹謗し、傘下の組合や組合員、さらには一

般市民にまでその旨を喧伝していたことは顕著な事実であるところ、地裁判

決においても高裁判決においても、貴連合会の主張していた事実関係が完全

に否定されたことは、ご承知のとおりである。 

  かかる上は、まずは当該主張を撤回した上で、金庫に対してしかるべく謝

罪するのが、貴連合会の採るべき態度ではないのか。また、傘下の組合や組

合員に対しても事実を正しく伝え直すべきではないのか。 

 

金融労連見解 
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４．公開質問状 質問事項２、４ 

２．組合は役員による不正融資が表面化する前から、元理事長らに対する多

額の退任慰労金の支払を一定期間凍結することを要求していたにもかかわら

ず、組合要求を無視し、多額の退任慰労金を支給し、現在、返還請求訴訟を提

起しているが、退任慰労金にも満たないような水準の金額での和解に応じ、不

正融資の責任追及自体をうやむやにする考えを持っているのか。 

４．長きにわたり不正融資を行って、金庫経営に重大な損失を招いた旧武生

信金経営者に対して、どのような認識で、どのような対応をされているのか。 

 

金庫回答 

【 不正融資を行った元理事長らに対する対応（質問２，４）について】 

 不正融資を行った元理事長らに対しては、厳しく対処する考えであり、その

責任追及として、すでに総額１２億円余の支払いを求める損害賠償請求訴訟を

福井地方裁判所に提起し、現在係属中である。 

 金庫としては、もとより責任追及をうやむやにする考えはないが、元理事長

らの法的責任の有無・程度には高度な法的判断が必要であり、裁判所の判断に

従う外はない問題である。したがってその裁判所の判断により、裁判所からし

かるべき和解案が提示された場合には、諸般の事情をも考慮した上で、その和

解案に応ずることは当然あり得る。 

 

金融労連見解 


